
様式第４号（第７条関係）

三宅町長　様

１．申請者欄

住所

電話番号

２．世帯の状況（変更がある場合のみ記入）

３．所得の状況（変更がある場合のみ記入） （単位：円）

年　　　　月　　　　日　

三宅町移住定住促進事業補助金（結婚新生活支援分）変更交付申請書

　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付決定を受けた標記補助金について、申請事項を変更したい
ので、関係書類を添えて次のとおり申請します。

フリガナ
〒

氏名

続柄 申請者 配偶者

フリガナ
氏名

上記１と同じ

生年月日
　年　　　月　　　日

※　婚姻日時点で満　　　歳
　年　　　月　　　日

※　婚姻日時点で満　　　歳

住所 上記１と同じ

新居に住民票を
置いた日

（転居日・転入日）

　年　　　　月　　　　日 　年　　　　月　　　　日

前住所
(転居元・転入元)

婚姻日
（婚姻届日）

　年　　　　月　　　　日

勤務先
名称：
住所：
電話:

名称：
住所：
電話:

続柄 申請者（Ⅰ） 配偶者（Ⅱ） 新婚世帯※１（Ⅰ＋Ⅱ）

収入の有無 有　・　無 有　・　無

A　総所得金額 ※１

※前年分（１～１２月）

B　貸与型奨学金
　 年間返済額
※前年分（１～１２月）

C　総所得金額
　 算出額※２

　（A-B）

※１　Cの総所得金額算出額の新婚世帯の金額が５００万円以上の場合には、補助対象外となります。



４．対象経費（変更がある場合のみ記入）

円（A）

円（B)

月額 円

月数 カ月

＝ 円（C)

月額 円

月数 カ月

＝ 円（D)

月額 円

月数 カ月

＝ 円（E)

円（F)

円（G)

円（H)

円（I)

円
(※千円未満切り捨て)

※　要綱などで対象外経費を確認のうえ、対象経費のみを記入してください。

※　変更内容を記載してください。

補助対象期間 　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで(　　　月分)

住宅の契約名義人

賃借費用の支払者

契約締結年月日 年　　　月　　　日

A　敷金・礼金

B　仲介手数料

F　住居賃借費
（A+B+C+D-E）

引越しを行った日 年　　　月　　　日

引越費用の支払者

引越業者又は運送会社名

G　支払った費用

リフォームの契約名義人

リフォーム費の支払者

契約締結年月日 年　　　月　　　日

H　支払った費用

I　合計(F+G+H)

補助申請額
（(I)と以下の金額を比較し、低い額）

29歳以下：60万円　30～39歳以下：30万円

その他変更点

C　家賃　

D　共益費

E　住宅手当

引越
費用

リ
フ
ォ
ー
ム
費

経
費
内
訳

住
宅
賃
借
費



５．添付書類（該当する欄にチェックを付けてください）

申請者 配偶者 書類名称

（１）　住民票謄本の写し
　　　　※　世帯全員、続柄の記載のあるもの。

（２）　婚姻後の戸籍謄本の写し

（３）　所得証明書
　　　　※　夫婦の双方又は一方が離職し、申請日において無職・無収入である場合は、
　　　　　　所得証明書に代えて、無職・無収入申立書兼誓約書(様式第2号)を提出できます

（４）　納税証明書（未納がない証明でも可。）
　　　　※　１８歳以上の世帯全員分

（５）　住宅手当支給証明書（様式第２号）
　　　　※　住居賃借費の申請をする場合で、正規職員として就業されている場合のみ

（６）　貸与型奨学金の返還額が分かる書類
　　　　※　貸与型奨学金を返済している場合のみ

（７）　賃借住宅物件の賃貸借契約書の写し
　　　　※　住居賃借費の申請をする場合のみ

（８）　賃借住宅物件に係る家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料の領収書の写し
　　　　　※　住居賃借費の申請をする場合のみ

（９）　引越費用に係る領収書の写し
　　　　　※　引越費用の申請をする場合のみ

（１０）　工事請負契約書又は請書により契約内容が確認できる書類の写し
　　　　　※　住宅のリフォーム費の補助金交付を申請する場合のみ

（１１）　住宅のリフォーム費に係る領収書の写し
　　　　　※　住宅のリフォーム費の補助金交付を申請する場合のみ

（１２）　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


